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[1565] 障がい者総合福祉法の理念⑩  2009年9月23日 17時48分

国士無双 さん  e-mail 

国士無双です。 
 
続きです。 
 
その１２ きめ細かな障がい児の福祉を実現します 障がい児にかかる福祉サービス
は、「障がい者総合福祉法（仮称）」の中に位置付け、実施主体は、より身近な市町村
（基礎的自治体）が行うものとする。現行の体制で市町村が担うことは困難であるた
め、国及び都道府県は、市町村がきめ細やかな福祉サービスを円滑に行うことができ
るよう人員確保、児童福祉施設等の充実を図る。 障がい児に必要な医療、療育等を
地域において提供することができるよう施設の整備及び充実を図る。 その１３ 医療支
援も見直します 現行の自立支援医療における定率１割負担（応益負担）は廃止し、更
生医療、育成医療について、自立支援法以前の負担水準を勘案しつつ応能負担とす
る。 - 8 -  
精神保健福祉医療のうち、今後、福祉サービスについては障がい種別にかかわりなく
「障がい者総合福祉法（仮称）」で行うこととする。精神通院医療については精神科病
院等に入院して行われる精神障がいの医療と連携のとれた制度とし、精神保健及び
精神障がい者福祉に関する法律の保護者制度、都道府県知事による入院措置に係
る制度等については、精神障がい者が地域社会で自立した生活を営むことができる
ようにする観点から見直し、新たな精神医療体制を構築する。 国及び地方公共団体
は、障がい者に対する説明及び障がい者の同意の下に医療の給付又はリハビリテー
ションの提供がされることとなるよう必要な施策を講じる。 
 
次に続きます。 
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[1564] 明日から仕事だ、さあ、しゃっきり！！  2009年9月23日 17時48分

ブルーアイズ さん  e-mail 

こんにちは。ブルーアイズです。 
 
今日は某銀杏は仕事が忙しく、休日出勤でした。 
なんだか国士無双さんのいた某銀杏も、今度の土曜日か日曜日に作業所を開けると
いう話がちらほら・・・ 
 
今日はブルーアイズも某銀杏にお手伝いに行きましたが 
もとセカンドにいらっしゃって今働いていらっしゃるＯＧの方もお手伝いに来てください
ました。 
その方とは一緒にスポーツ委員もやり、バレーボールの練習で一緒に汗を流した仲間
ですが、やはり某銀杏のパワフルな雰囲気にはびっくりなさったようです。 
少しお話をしましたが、なにぶんブルーアイズの一番の苦手は人と話しをすることなの
で、あまり楽しいお話もできず失礼をしました。 
 
明日はブルーアイズも会社で仕事です。 
昨日まで休みでのんべんだらりとしていたので明日はしゃっきりと気分を引き締めて
仕事にのぞみたいと思います。 
 
それではみなさん、明日からもしゃっきりと！！ 
 
Ｐ・Ｓ 仕事ばかりでなくプライベートな面も充実できたらいいと思っていますが・・・

[1563] 障がい者総合福祉法の理念⑨  2009年9月23日 17時47分

国士無双 さん  e-mail 

国士無双です。 
 
続きです。 
 
その１１ 自立支援法を抜本的に見直します 「障害者自立支援法」は「障がい者総合
福祉法（仮称）」として抜本的に見直す。あわせて「身体障害者福祉法」「知的障害者
福祉法」「精神保健福祉法」「発達障害者支援法」等についても見直す。 障がい者等
の範囲・定義を見直し、いわゆる「制度の谷間」と言われる福祉サービスの対象外を
なくし、幅広く福祉サービスが利用できるようにする。あわせて何らかの障がいにより
福祉サービスを必要とする障がい者に「社会参加カード（仮称）」を交付する制度を創
設する（現行の手帳制度からの移行が円滑になされるよう経過措置を設ける）。 利用
者負担については、現行の「定率負担（応益負担）」を廃止し、利用者本人の「応能負
担」を基本とする。 障がい者等が身近な地域で福祉サービスを選択・利用できるよう
障がい種別や年齢で区分されることなく、ニーズに応じた福祉サービス体系を構築す
る。  
 
次に続きます。 
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[1562] 障がい者総合福祉法の理念⑧  2009年9月23日 17時45分

国士無双 さん  e-mail 

国士無双です。 
 
続きです。 
 
その９ 雇用・働く場所を創ります 「障害者雇用促進法」について、法定雇用率の対象
となる障がい者の範囲を拡大し、現行の法定雇用率（民間１．８％、国・地方公共団体
２．１％）のさらなる引き上げを行う。 障がい者の雇用の促進のみならず、就労におけ
るコミュニケーション支援の整備、障がい者が雇用されるのに伴い必要となる施設又
は設備の充実等、障がい者の雇用の継続を図るために必要な施策を講じる。また、
障がい者による起業を支援すること等、自営業や協同して事業を営むなどによる雇用
以外の就業形態による就業についてもその促進を図る。 公契約に際し、「総合評価
入札制度」における障がい者の法定雇用率を評価項目として義務付ける公契約規定
を検討することなど障がい者等の一般雇用がさらに促進するよう施策の推進を行う。
また、国及び地方公共団体等が優先的に障がい者就労事業所から物品等を調達す
ること等により、障がい者就労事業所の受注の機会の増大を図る。  
 
その１０ 十分な所得の保障を実現します  
障がい者の所得の確保に係る施策の在り方について、就労を促進し、障がい者に対
する手当は就労による所得を補完するものと位置付け、真に自立した生 活ができる
よう障がい者に対する手当の支給対象の拡大と支給額の引上げを図る。また、障害
年金の在り方及び年金受給権を有しない障がい者（無年金障がい者）に対する措置
については特別障害給付金制度の拡充を検討するとともに、年金制度の抜本改革の
際に検討する。 障がい者の地域生活の基本として、「住宅手当」の創設（生活保護基
準を参考）と住まいの確保策（地域基盤整備）を行う。 
 
次に続きます。 

[1561] 障がい者総合福祉法の理念⑦  2009年9月23日 17時43分

国士無双 さん  e-mail 

国士無双です。 
 
長くなりますが続きです。 
 
その７ 移動の自由の権利を保障します 障がい者等が快適で生活・社会参加しやす
いユニバーサルデザイン（高齢者、障がい者等を含むすべての者が共通に利用する
ことを前提として、すべての者の円滑な利用が最大限に確保されるよう配慮された仕
様をいう。）による製品、役務等の研究開発を促進し、その成果を普及する。ユニバー
サルデザインの研究開発・普及促進においては事業者等の負担が軽減されるよう必
要な支援を行う。また、障がい者の有する障がいに配慮した住宅の整備その他の居
住環境の整備を推進する。  
障がい者が円滑に利用できるような施設の構造及び設備の整備等を支援するととも
に、現行の「バリアフリー新法」にとどまらず、既存の施設（公的施設）においても基準
適合の義務化などを行い、実施期限を設けるなど施策を推進する。また、「交通基本
法案」（民主党提出）等により、障がい者等の移動の自由等の権利が保障され、既存
の施設間（公的施設）の移動等が円滑にできるよう道路等の一体的な整備を推進す
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る。  
 
その８ 情報の利用・伝達を支援します 国及び地方公共団体は、その事務を行うに際
し、障がい者がその障がい等の状態に応じて情報の入手、利用等を容易に行うことが
できるよう必要な施策を講じる。情報の利用等においては、インターネット等の技術革
新を効果的に利用して円滑な情報の入手、利用等の促進を図る。 情報の提供等の
事業者は、その責任と能力に応じて、障がい者の円滑な情報の入手、利用等のため
の便宜を図ることを促進する。 障がい者に対する災害情報が的確に伝達されるよう
必要な施策を講じる。 
 
次に続きます。 

[1560] 障がい者総合福祉法の理念⑥  2009年9月23日 17時41分

国士無双 さん  e-mail 

国士無双です。 
 
続きです。 
 
その４ 政治（選挙）への参加を一層確保します 障がい者の政治的権利の享有及び権
利行使する機会は、十分に保障されなければならないが、現在の選挙制度におい
て、公報・政見放送・投票における手話、点字又は文字表記（字幕）等が効果的かつ
完全には行われていない。従って、障がい者が候補者等の情報を容易に入手し、投
票できる体制を整備すること等により、障がい者の政治等への参加をより一層確保す
る。  
 
その５ 司法に係る手続における支援を拡充します 司法に係る手続（犯罪捜査の段階
を含む。）について、障がい者の権利の行使又は義務の履行を容易にするため、障が
い者の意思疎通の仲介に関する援助を提供する体制を充実することや、障がいの特
性及び年齢に適した配慮を行うこと等により、その他障がい者が障がい者以外の者と
平等に、かつ効果的に司法に係る手続を利用する機会を確保する。  
 
その６ 共に学び共に育つ教育に転換します 学校教育制度は、あらゆる段階において
障がい児が障がい児以外の者と原則分けられず、インクルーシブ教育（共に学び共に
育つ教育）とすることを基本とするとともに、障がい児又はその保護者が希望するとき
は、特別支援教育を受けることを保障する。 手話、点字又は文字表記（要約筆記）等
のコミュニケーション手段の支援、教材、施設及び設備等のバリアフリー化、教職員の
体制整備など、障がい児が学ぶ地域の学校も含む教育現場での支援体制の強化を
図る。 義務教育のみならず後期中等教育（中等教育のうち義務教育終了後に行われ
るものをいう。）及び高等教育等の教育制度においても、インクルーシブ教育に相当
する施策を推進する。 
 
次に続きます。 

[1559] 障がい者総合福祉法の理念⑤  2009年9月23日 17時39分

国士無双 さん  e-mail 
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国士無双です。 
 
続きです。 
 
その１ モニタリング機関を設置します 障害者権利条約の国内における実施を促進、
保護及び監視していくことが同条約で求められている。その観点から、制度改革の実
施状況を調査審議し、勧告するためのモニタリング機関(枠組み)の設置を設置する。
この機関は、同条約３３条に規定されているように、「政府から独立し、障がい当事者
団体の参画が保障される」制度とする。  
 
その２ 差別を禁止する法制度を構築します 障がいを理由とする差別の根絶を図るた
め、障がいを理由とする差別の禁止に関する国際社会における取り組み（障害者権
利条約における権利擁護、合理的配慮の導入）を踏まえ、障がい者に対する差別的
取扱いを禁止する法制度を構築する。  
 
その３ 虐待を防止する法制度を確立します 施設等で発生している障がい者等への
虐待を防止し、障がい者等の権利を擁護するために、障がい者虐待を受けた障がい
者に対する保護のための措置と共に、障がい者虐待の防止に資するための介護者に
対する支援のための措置が真に行われるものとなるよう、虐待の防止等の状況を踏
まえつつ、必要な措置を講ずる。 
 
次に続きます。

[1558] 障がい者総合福祉法の理念④  2009年9月23日 17時37分

国士無双 さん  e-mail 

国士無双です。 
 
続きです。 
 
第２ 「障がい者制度改革推進法案」の基本的考え方 現在、内閣に設置されている
「障害者施策推進本部」（本部長：内閣総理大臣）を改編し、わが国の障がい者施策
の改革を総合的かつ集中的に推進するため、および必要な国内法の整備、見直しを
行うために、新たに「障がい者制度改革推進本部」を設置して、制度改革の推進に関
する総合調整、改革推進計画の案の作成及び推進、必要な法律案及び政令案の立
案等を行うものとする。 内閣に設置される「障がい者制度改革推進本部」の組織の中
に、障がい当事者の参画がより強化されるよう障がい当事者団体、有識者を含む委
員会を設け、制度改革推進計画の案の作成及び法令の立案、制度改革に関する事
項を調査審議し、その結果に基づいて、本部長に意見を述べる等を行うものとする。
また、内閣府にそれらの事務局（担当部門には障がい者等の当事者、有識者を登用
する）を設置し、制度改革の実施に必要な法律案の立案等の事務を一元的に処理す
るものとする。障がい者等に係る制度改革は、次に掲げる１７項目の基本方針に基づ
き推進されるものとする。 
 
次に続きます。 

[1557] 障がい者総合福祉法の理念③  2009年9月23日 17時36分
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国士無双 さん  e-mail 

国士無双です。 
 
続きです。 
 
第１ 基本理念  
民主党は、障がい者等が当たり前に地域で暮らし、地域の一員として共に生活するこ
とができる社会を目指している。 障がい者等の生活と自立、社会参加は権利として位
置づけ、個々の人権の保障および促進のための具体的な施策を構築しなければなら
ない。また、国民の共存共栄の理念の下、障がい当事者の「自己決定・自己選択」の
原則が保障される制度設計を考えるものである。 年齢や性別、障がいの有無などに
かかわらず、すべての人がいきいきと働き、社会参加し、暮らしやすい社会を構築す
るためバリアフリーという概念（障がいの除去）から「ユニバーサル社会」へ理念の発
展を図る。そのために、何らかの障がいにより自立及び社会参加のために支援等を
必要とする者を広く施策の対象とするとともに、その者の年齢及び障がいの状態に応
じて必要な支援等が的確に講じられなければならない。 「障害者基本法」における
「個人の尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有する」
という理念を基本としつつ、障がい者の権利擁護と合理的配慮という概念を導入した
「障害者権利条約」が採択されたことにかんがみて、わが国における障がい者の総合
福祉施策として新たな制度を構築していかなければならない。 すなわち「障害者権利
条約」の早期批准に向けて、条約において締約国が措置を求められている事項を達
成するために、障がい者等に係る広範な国内法の制度改革及び整備を行う必要があ
る。 民主党は、障がい者の生活や社会参加が不安なく積極的になされるよう、小手
先の改革ではなく、抜本的かつ総合的な制度改革を行っていく。 
 
次に続きます。 

[1556] 障がい者総合福祉法の理念②  2009年9月23日 17時34分

国士無双 さん  e-mail 

国士無双です。 
 
続きです。 
 
政府与党は、２００６年１２月に利用者負担の引き下げや事業者に対する激変緩和策
として１２００億円の「特別対策」（２００６年度補正予算より２００８年度予算まで）を行
い、さらに２００９年度以降においても緊急措置（特別対策の上乗せ）を実施するとして
いるが、障がい者施策の将来に対する不安感は払拭されていない。障がい者の生活
や社会参加が不安なく積極的になされるようにするためには、小手先の改革ではな
く、抜本的かつ総合的な制度改革を行う必要がある。 ２００６年１２月、国連において
障がい者の権利及び尊厳を保護し、及び促進するための包括的かつ総合的な国際
条約である「障害者権利条約」が採択され、わが国も署名した。２００８年５月３日より
正式に発効し、今後、わが国において条約の早期批准に向けて、関連する国内法の
整備を行う必要がある。民主党は、権利条約の批准の前提として、障がい者政策に
係る広範な国内法の制度改革及び整備を推進することに全力を尽くす。 諸外国との
比較において、ＧＤＰ比で低い社会支出（北欧諸国の約１／６、イギリスの約１／３、ア
メリカの約１／２、ＯＥＣＤ調査による）と国民負担率となっており、立ち遅れている社会
的地域基盤の整備と経済的自立を促進し、わが国の障がい者福祉施策を推進するた
めには、施策項目と達成期間等を定めた総合的な福祉計画と財政的な数値目標を定
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パスワード  削除番号    

める必要がある。  
民主党は、わが国における障がい者施策の将来像・全体像を明確に示すことが必要
であると考え、１０部門で構成する「障がい者政策プロジェクトチーム」を設置し、多角
的な議論を重ね、ここに「障がい者制度改革推進法案」及び「障がい者総合福祉法
（仮称）」の方向性を明示し、関係者および関係団体の議論に寄与するものである。 
 
次に続きます。

 まえのぺーじ あたらしいぺーじ

1565 記事削除
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